
平成19年３月期　第３四半期財務・業績の概況(非連結) 　

                                                                            平成19年1月25日

上場会社名 株式会社エスティック  (コード番号：6161　東証マザーズ)

（URL　http://www.estic.co.jp） 　

問合せ先 代表者役職・氏名 :代表取締役社長　鈴木 弘       TEL：(06)6993－8855

　 責任者役職・氏名 :取締役管理部長　伊勢嶋 勇 　
　
1.　四半期財務情報の作成等に係る事項
①　四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　：中間財務諸表作成基準
②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　：無
③　会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　：有

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関す
る規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見
表明のための手続きを受けております。

　
2.　平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年３月21日～平成18年12月20日）

　(1) 経営成績の進捗状況 (百万円未満切捨て表示)
　

　 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第３四半期 1,757 3.3 341 △14.7 354 △14.9 200 △18.5

18年３月期第３四半期 1,701 ─ 400 ─ 417 ─ 246 ─

（参考）18年３月期 2,467 21.1 499 22.1 499 24.7 294 28.6

　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年３月期第３四半期 13,649 65 ─ ─

18年３月期第３四半期 25,620 07 ─ ─

（参考）18年３月期 27,911 90 ─ ─

(注)　売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。

　
［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］

　当第３四半期会計期間における我が国経済は、継続且つ緩やかな景気拡大基調を背景に設備投資も堅調に

推移してまいりました。しかし、東海地域の一部におきましては設備投資に一服感も感じられ、これは一時

的な設備投資の踊り場との見方をしておりますが、今後このような調整期を経ながらも当面設備投資は堅調

に推移するものと考えております。

　このような状況の中で当社は一部ユーザーにおける設備投資計画の延期等によるネジ締付装置の受注状況

が計画に達していないことも踏まえ、標準品であるナットランナ及びハンドナットランナの販売強化を積極

的に図ってまいりました。また今後の展開の礎として、国内においては大手ユーザーの開拓及び海外におい

ては米国におけるＯＥＭ受注拡大等の基盤つくりにも注力してまいりました。

　その結果、当第３四半期会計期間の売上高は1,757百万円と前年同期比3.3％の増収となり、経常利益は

354百万円と前年同期比14.9％の減益、また四半期純利益は200百万円と前年同期比18.5の減益となりまし

た。

　
　
　(2) 財政状態の変動状況 (百万円未満切捨て表示)
　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期第３四半期 2,731 2,457 90.0 167,467 61

18年３月期第３四半期 2,336 1,674 71.7 131,769 08

（参考）18年３月期 3,183 2,366 74.3 159,653 12
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　(3) キャッシュ・フローの状況 (百万円未満切捨て表示)
　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期第３四半期 △112 △68 △403 251

18年３月期第３四半期 △184 2 88 321

（参考）18年３月期 △145 △162 726 835
　
［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］

　当第３四半期末における現金及び現金同等物の期末残高は251百万円となり、前事業年度末に比べて583百万

円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは112百万円の支出となりました。

　これは主に、税引前四半期純利益353百万円などの増加原因があったものの、売上債権の増加93百万円、仕

入債務の減少127百万円、法人税等の支払額230百万円などの減少要因があったことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは68百万円の支出となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出63百万円などの減少要因があったことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは403百万円の支出となりました。

　これは主に、短期借入金の減少額200百万円、社債の償還による支出100百万円などの減少要因があったこと

によるものです。

　

　

3.　平成19年３月期の業績予想（平成18年３月21日～平成19年３月20日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 2,986 602 357

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期)24,305円79銭

　

［業績予想に関する定性的情報等］

　当第３四半期会計期間においては業績予想に対して売上高および利益共に多少未達となっておりますが、ナ

ットランナ及びハンドナットランナの販売強化等により、現時点では平成18年５月２日に発表いたしました業

績予想から変更はありません。

　なお、上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定

な要素を含んでおります。実際の実績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

　

4.　配当状況

・現金配当 　

　 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 ─ ─ ─ 5,000 ─ 5,000

19年３月期(実績) ― ─ ─ ─ ―
5,000

19年３月期(予想) ─ ─ ─ 5,000 ─
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５ 四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

　

　 　 前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末
前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成17年12月20日) (平成18年12月20日) (平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 377,373 　 　 307,939 　 　 891,632 　 　

　２　受取手形 ※２ 202,193 　 　 326,123 　 　 166,131 　 　

　３　売掛金 　 647,811 　 　 723,633 　 　 805,852 　 　

　４　たな卸資産 　 480,826 　 　 497,397 　 　 523,323 　 　

　５　その他 　 34,945 　 　 56,251 　 　 42,987 　 　

　 　貸倒引当金 　 △1,113 　 　 △6,047 　 　 △1,235 　 　

　　　流動資産合計 　 　 1,742,036 74.6 　 1,905,298 69.7 　 2,428,691 76.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ ─ 　 　 227,814 　 　 ─ 　 　

　　(2) 土地 ※１ 344,178 　 　 413,240 　 　 413,240 　 　

　　(3) その他 ※１ 300,741 　 　 119,371 　 　 298,061 　 　

　　　減価償却累計額 　 △183,622 　 　 △192,316 　 　 △188,257 　 　

　　　有形固定資産合計 　 461,297 　 19.7 568,110 　 20.8 523,043 　 16.4

　２　無形固定資産 　 2,310 　 0.1 2,578 　 0.1 1,536 　 0.1

　３　投資その他の資産 　 131,571 　 　 256,276 　 　 230,956 　 　

　　  貸倒引当金 　 △500 　 　 △500 　 　 △500 　 　

　　　投資その他の資産

　　　合計
　 131,071 　 5.6 255,776 　 9.4 230,456 　 7.2

　　　固定資産合計 　 　 594,680 25.4 　 826,464 30.3 　 755,037 23.7

　　　資産合計 　 　 2,336,716 100.0 　 2,731,763 100.0 　 3,183,728 100.0
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　 　 前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成17年12月20日) (平成18年12月20日) (平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 155,786 　 　 112,798 　 　 243,804 　 　

　２　短期借入金 　 200,000 　 　 ─ 　 　 200,000 　 　

　３　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
※１ 23,712 　 　 11,651 　 　 23,712 　 　

　４　一年以内償還予定の

　　　社債
　 100,000 　 　 ─ 　 　 100,000 　 　

　５　賞与引当金 　 6,530 　 　 6,300 　 　 19,940 　 　

　６　役員賞与引当金 　 ─ 　 　 13,500 　 　 ─ 　 　

　７　未払法人税等 　 85,000 　 　 52,000 　 　 125,000 　 　

　８　その他 ※３ 53,039 　 　 47,158 　 　 70,695 　 　

　　　流動負債合計 　 　 624,067 26.7 　 243,407 8.9 　 783,152 24.6

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 11,651 　 　 ─ 　 　 5,723 　 　

　２　退職給付引当金 　 26,213 　 　 30,601 　 　 28,356 　 　

　　　固定負債合計 　 　 37,864 1.6 　 30,601 1.1 　 34,079 1.1

　　　負債合計 　 　 661,931 28.3 　 274,008 10.0 　 817,231 25.7

　　　 (資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 302,000 12.9 　 ─ ─ 　 557,000 17.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 250,750 　 　 ─ 　 　 639,750 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 250,750 10.7 　 ─ ─ 　 639,750 20.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 7,700 　 　 ─ 　 　 7,700 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　（1）別途積立金 　 800,000 　 　 ─ 　 　 800,000 　 　

　３　四半期（当期）

　　　未処分利益
　 299,355 　 　 ─ 　 　 347,197 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 1,107,055 47.4 　 ─ ─ 　 1,154,897 36.3

Ⅳ　その他有価証券

　　評価差額金
　 　 14,979 0.7 　 ─ ─ 　 14,850 0.4

　　　資本合計 　 　 1,674,785 71.7 　 ─ ─ 　 2,366,497 74.3

　　　負債及び資本合計 　 　 2,336,716 100.0 　 ─ ─ 　 3,183,728 100.0
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　 　 前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成17年12月20日) (平成18年12月20日) (平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ─ ─ 　 557,000 20.4 　 ─ ─

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ─ 　 　 639,750 　 　 ─ 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ─ ─ 　 639,750 23.4 　 ─ ─

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ─ 　 　 7,700 　 　 ─ 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ─ 　 　 990,000 　 　 ─ 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ─ 　 　 266,379 　 　 ─ 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ─ ─ 　 1,264,079 46.3 　 ─ ─

　４　自己株式 　 　 ─ ─ 　 △13,245 △0.5 　 ─ ─

　　　株主資本合計 　 　 ─ ─ 　 2,447,584 89.6 　 ─ ─

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 ─ ─ 　 10,170 0.4 　 ─ ─

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ─ ─ 　 10,170 0.4 　 ─ ─

　　　純資産合計 　 　 ─ ─ 　 2,457,754 90.0 　 ─ ─

　　　負債純資産合計 　 　 ─ ─ 　 2,731,763 100.0 　 ─ ─
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(2) 四半期損益計算書

　

　 　

前第３四半期会計期間

(自　平成17年３月21日 

 至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間

(自　平成18年３月21日 

 至　平成18年12月20日)

前事業年度の

要約損益計算書

(自　平成17年３月21日 

 至　平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,701,504 100.0 　 1,757,586 100.0 　 2,467,972 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 1,047,966 61.6 　 1,090,598 62.1 　 1,624,215 65.8

　　　売上総利益 　 　 653,538 38.4 　 666,987 37.9 　 843,757 34.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 252,813 14.8 　 325,250 18.5 　 344,204 13.9

　　　営業利益 　 　 400,725 23.6 　 341,736 19.4 　 499,552 20.3

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 18,838 1.1 　 14,109 0.8 　 24,355 1.0

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 2,438 0.2 　 1,043 0.0 　 23,921 1.0

　　　経常利益 　 　 417,124 24.5 　 354,803 20.2 　 499,986 20.3

Ⅵ　特別利益 　 　 ─ ─ 　 ─ ─ 　 ─ ─

Ⅶ　特別損失 　 　 26 0.0 　 904 0.1 　 26 0.0

　　　税引前四半期(当期)

　　　純利益
　 　 417,098 24.5 　 353,898 20.1 　 499,960 20.3

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
※４ 170,863 　 　 153,166 　 　 208,352 　 　

　　　法人税等調整額 　 ─ 170,863 10.0 ─ 153,166 8.7 △ 2,468 205,883 8.4

　　　四半期(当期)純利益 　 　 246,234 14.5 　 200,731 11.4 　 294,076 11.9

　　　前期繰越利益 　 　 53,120 　 　 　 　 　 53,120 　

　　　四半期(当期)

　　　未処分利益
　 　 299,355 　 　 　 　 　 347,197 　
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(3) 四半期株主資本等変動計算書

第３四半期会計期間(自　平成18年３月21日　至　平成18年12月20日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 800,000 347,197 1,154,897

第３四半期会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 　 　 190,000 △190,000 ─

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △73,550 △73,550

　役員賞与の支給 　 　 　 　 　 △18,000 △18,000

　四半期純利益 　 　 　 　 　 200,731 200,731

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の 

　第３四半期会計期間中の 

　変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　

第３四半期会計期間中の変動額

合計(千円)
─ ─ ─ ─ 190,000 △80,818 109,181

平成18年12月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 990,000 266,379 1,264,079

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月20日残高(千円) ─ 2,351,647 14,850 14,850 2,366,497

第３四半期会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 ─ 　 　 ─

　剰余金の配当 　 △73,550 　 　 △73,550

　役員賞与の支給 　 △18,000 　 　 △18,000

　四半期純利益 　 200,731 　 　 200,731

　自己株式の取得 △13,245 △13,245 　 　 △13,245

　株主資本以外の項目の

　第３四半期会計期間中の

　変動額(純額)

　 　 △4,679 △4,679 △4,679

第３四半期会計期間中の変動額

合計(千円)
△13,245 95,936 △4,679 △4,679 91,257

平成18年12月20日残高(千円) △13,245 2,447,584 10,170 10,170 2,457,754
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(4) 四半期キャッシュ・フロー計算書

　

　 　 前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

　 　
(自　平成17年３月21日 

 至　平成17年12月20日)

(自　平成18年３月21日 

 至　平成18年12月20日)

(自　平成17年３月21日 

 至　平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　税引前四半期(当期)純利益 　 417,098 353,898 499,960

　２　減価償却費 　 14,815 14,268 20,237

　３　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 369 4,812 491

　４　賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △8,020 △13,640 5,390

　５　役員賞与引当金の増減額

　　（△は減少）
　 ─ 13,500 ─

　６　退職給付引当金の増減額

　　（△は減少）
　 2,478 2,245 4,621

　７　受取利息及び受取配当金 　 △435 △2,796 △465

　８　支払利息 　 2,438 899 3,172

　９　為替差益 　 △6,284 △1,753 △7,146

　10　有形固定資産除却損 　 26 904 26

　11　売上債権の増減額（△は増加） 　 △48,013 △93,273 △181,992

　12　たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △114,243 25,925 △156,740

　13　仕入債務の増減額（△は減少） 　 △190,569 △127,706 △105,050

　14　未払消費税等の増減額

　　（△は減少）
　 9,510 △15,453 15,850

　15　その他資産の増減額（△は増加） 　 △8,957 △17,411 △1,377

　16　その他負債の増減額（△は減少） 　 △10,066 △9,684 999

　17　役員賞与 　 △15,000 △18,000 △15,000

　　　　小計 　 45,145 116,733 82,976

　18　利息及び配当金の受取額 　 435 2,715 467

　19　利息の支払額 　 △2,889 △1,359 △3,359

　20　法人税等の支払額 　 △227,573 △230,851 △225,352

　　　営業活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △184,881 △112,762 △145,268

Ⅱ　投資活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　定期預金の預入による支出 　 △25,000 △45,000 △76,000

　２　定期預金の払戻による収入 　 35,000 45,000 86,000

　３　有形固定資産の取得による支出 　 △6,585 △63,355 △70,467

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △751 △1,187 △751

　５　投資有価証券の取得による支出 　 △1,689 △4,212 △102,135

　６　貸付金の回収による収入 　 1,041 ─ 1,081

　　　投資活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 2,014 △68,755 △162,273
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　 　 前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

　 　
(自　平成17年３月21日 

 至　平成17年12月20日)

(自　平成18年３月21日 

 至　平成18年12月20日)

(自　平成17年３月21日 

 至　平成18年３月20日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　短期借入金の増減額 　 ─ △200,000 ─

　２　長期借入金の返済による支出 　 △43,084 △17,784 △49,012

　３　社債の償還による支出 　 △100,000 △100,000 △100,000

　４　株式の発行による収入 　 258,165 ─ 902,165

　５　自己株式の取得による支出 　 ─ △13,245 ─

　６　配当金の支払額 　 △26,240 △72,900 △26,240

　　　財務活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 88,841 △403,929 726,913

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る

　　換算差額
　 6,284 1,753 7,146

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額

　（△は減少）
　 △87,740 △583,693 426,517

Ⅵ　現金及び現金同等物の

　　期首残高
　 409,114 835,632 409,114

Ⅶ　現金及び現金同等物の

　　四半期末(期末)残高
　 321,373 251,939 835,632
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(5) 注記事項等

四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1)有価証券

────

(1)有価証券

① 満期保有目的の債券

　　原価法

(1)有価証券

① 満期保有目的の債券

　　　　 同左

　 ②その他有価証券

　時価のあるもの

　　四半期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

②その他有価証券

　時価のあるもの

　四半期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　

②その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価

法

　時価のないもの

同左

　

　時価のないもの

同左

　

　 (2) たな卸資産

　①製品・仕掛品

　　見込生産品については

移動平均法による原価

法、受注生産品について

は個別法による原価法

(2) たな卸資産

　①製品・仕掛品

同左

　

(2) たな卸資産

　①製品・仕掛品

同左

　

　 　②原材料

　　移動平均法による原価

法

　②原材料

同左

　

　②原材料

同左

　

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっておりま

す。

　　ただし平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法によっており

ます。

　　主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物 17年～31年

工具器具
及び備品

２年～15年

(1) 有形固定資産

同左

　

(1) 有形固定資産

同左

　

　 (2) 無形固定資産

　　市場販売目的ソフトウ

ェアについては、見込販

売可能期間(２年)で、見

込販売数量に基づく方

法、自社利用のソフトウ

ェアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

　自社利用のソフトウェア

については社内における利

用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

　

(2) 無形固定資産

　市場販売目的ソフトウェ

アについては、見込販売可

能期間(２年)で、見込販売

数量に基づく方法、自社利

用のソフトウェアについて

は社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法に

よっております。

　

　 (3) 長期前払費用

　　定額法によっておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

　

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　

(1) 貸倒引当金

同左

　

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当四半期に見合う分を計

上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　

(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当期に見合う分を計上し

ております。

　 　
──────

(3)役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき、当四半

期に見合う分を計上してお

ります。

　
──────

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当四半期会計

期間末における退職給付

債務の見込額に基づき計

上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

　

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき計上して

おります。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

四半期決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。

同左

　

　外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

　

同左

　

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。

　

─────

　

(1) ヘッジ会計の方法

　 金利スワップについて

 は、特例処理の要件を満

 たしておりますので、特

 例処理を採用しておりま

 す。

　

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段……

金利スワップ

　　ヘッジ対象……

借入金の支払利息

　

　

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　ヘッジ手段……

金利スワップ

ヘッジ対象……

借入金の支払利息
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項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

　 (3) ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。

　

──────

　

(3) ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。

　

　 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　ヘッジ対象の相場変動

の累計とヘッジ手段の相

場変動の累計とを比率分

析する方法により有効性

の評価を行っておりま

す。但し、契約内容等に

より明らかにヘッジに高

い有効性が認められる場

合については、有効性の

判定を省略しておりま

す。

　

　

　

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

 　ヘッジ対象の相場変動の

累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比率分析

する方法により有効性 の

評価を行っております。

但し、契約内容等により

明らかにヘッジに高い有

効性が認められる場合に

ついては、有効性の判定

を省略しております。

　

　 (5) リスク管理方法

　　デリバティブ取引は取

締役会の承認に基づき、

管理部にて行われており

ます。

　

　

　

(5) リスク管理方法

　  デリバティブ取引は取

締役会の承認に基づき、

管理部にて行われており

ます。

　

７　四半期キャッシ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

　手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてお

ります。

同左

　

同左

　

８　その他四半期財務

諸表(財務諸表)作

成のための重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左

　

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
　至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
　至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
　至　平成18年３月20日)

　
──────

（固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会　

平成15年10月31日　企業会計基準適

用指針第６号）を当四半期会計期間

から適用しております。

　なお、同会計基準の適用に伴う損

益に与える影響はありません。

　
──────

　
──────

(役員賞与に関する会計基準)

　「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会　平成17年11月29

日　企業会計基準第４号)を当四半期

会計期間から適用しております。

　同会計基準の適用に伴い、販売費

及び一般管理費が13,500千円増加

し、営業利益、経常利益および税引

前四半期純利益がそれぞれ13,500千

円減少しております。

　
──────

　
──────

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

　「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会　平

成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)を当四半期会計期間から

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,457,754千円であ

ります。

　中間財務諸表等規則の改正により

当四半期会計期間における四半期財

務諸表は改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。

　
──────

　

― 13 ―



表示方法の変更

　
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
　至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日)
 至　平成18年12月20日)

＿＿＿＿＿＿ 　(四半期貸借対照表)

　前第３四半期会計期間において有形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「建物」（前第３四半

期会計期間183,011千円）については、資産総額の100分

の５超となったため、当四半期会計期間より区分掲記し

ております。

　

追加情報

　

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

(法人事業税の外形標準課税)

　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当四半期会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日企

業会計基準委員会　実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が3,941千円増加し、営業利益、経常

利益および税引前四半期純利益が

3,941千円減少しております。

　

──────

(法人事業税の外形標準課税)

　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日企業会計

基準委員会　実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割および

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が6,168千円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益が6,168

千円減少しております。
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注記事項

(四半期貸借対照表関係)

　
前第３四半期会計期間末
(平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間末
(平成18年12月20日)

前事業年度末
(平成18年３月20日)

※１　(担保資産)

　　　設備資金借入金35,363千円(長

期借入金11,651千円、一年以内

返済予定の長期借入金23,712千

円)の担保に供しているものは、

次のとおりであります。

※１　(担保資産)

　　　設備資金借入金11,651千円(一

年以内返済予定の長期借入金

11,651千円)の担保に供している

ものは、次のとおりでありま

す。

※１　(担保資産)

　　　設備資金借入金29,435千円(長

期借入金5,723千円、一年以内返

済予定の長期借入金23,712千

円)の担保に供しているものは、

次のとおりであります。

　
その他 84,434千円(帳簿価額)

土地 344,178千円(帳簿価額)

計 428,612千円(帳簿価額)

　

建物 77,546千円(帳簿価額)

土地 344,178千円(帳簿価額)

計 421,724千円(帳簿価額)

　

その他 82,627千円(帳簿価額)

土地 344,178千円(帳簿価額)

計 426,805千円(帳簿価額)

　

※２　(手形裏書譲渡高)

受取手形裏書
譲渡高

263,143千円

─────
　

※２　(手形裏書譲渡高)

受取手形裏書
譲渡高

265,717千円

※３　消費税等の取扱い

　　　仮受消費税等と仮払消費税等

を相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※３　消費税等の取扱い

　　　仮受消費税等と仮払消費税等

を相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

　
――──―

　

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 178千円

為替差益 15,778千円

　 　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 71千円

為替差益 4,761千円

　 　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 208千円

為替差益 11,866千円

　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,538千円

社債利息 900千円

　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 899千円

　 　

　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,022千円

社債利息 1,150千円

　 　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 12,513千円

無形固定資産 2,265千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 14,084千円

無形固定資産 145千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 17,148千円

無形固定資産 3,038千円

　
※４　当四半期会計期間における税

金費用については、簡便法によ

る税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は、「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。

※４　　　  同左 　　　　　──────
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(四半期株主資本等変動計算書関係)

　

当第３四半期会計期間(自　平成18年３月21日　至　平成18年12月20日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当四半期会計期間末

普通株式(株) 14,710 ─ ─ 14,710
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当四半期会計期間末

普通株式(株) ─ 34 ─ 34
　

　(変動事由の概要)
　　自己株式の増加34株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月16日
定時株主総会

普通株式 73,550 5,000 平成18年３月20日 平成18年６月19日

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

現金及び現金同等物の四半期末残高

と四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金 377,373千円

預入期間３か月超
の定期預金

△56,000千円

　現金及び
　現金同等物

321,373千円

　 　

現金及び現金同等物の四半期末残高

と四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金 307,939千円

預入期間３か月超
の定期預金

△56,000千円

　現金及び
　現金同等物

251,939千円

　 　

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金 891,632千円

預入期間３か月超
の定期預金

△56,000千円

　現金及び
　現金同等物

835,632千円
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(リース取引関係)

　

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び四半期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び四半期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

四半期期末
残高
相当額
(千円)

機械及び
装置

5,904 4,674 1,230

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料四半期期末残高が有

形固定資産の四半期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

おります。

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

四半期期末
残高
相当額
(千円)

機械及び
装置

5,904 5,658 246

工具器具
及び備品

7,022 418 6,604

合計 12,926 6,076 6,850

　(注)　　　　同左

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及び
装置

5,904 4,920 984

(注)　取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

　②　未経過リース料四半期末残高

相当額

１年以内 984千円

１年超 246千円

合計 1,230千円

　(注)　未経過リース料四半期末残

高相当額は、未経過リース料

四半期末残高が、有形固定資

産の四半期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

　②　未経過リース料四半期末残高

相当額

１年以内 1,249千円

１年超 5,601千円

合計 6,850千円

　(注)　　　　同左

　②　未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 984千円

１年超 ―

合計 984千円

　(注)　未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が、有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

　③　支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 738千円

減価償却費相当額 738千円

　③　支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 1,156千円

減価償却費相当額 1,156千円

　③　支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 984千円

減価償却費相当額 984千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

　　前第３四半期会計期間末(平成17年12月20日)

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

四半期貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 12,214 37,471 25,256

計 12,214 37,471 25,256

(注)　当社では、四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から

50％程度に下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　
　

　　当第３四半期会計期間末(平成18年12月20日)

　　　１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分
四半期貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

　社債 100,000 97,780 △2,220

計 100,000 97,780 △2,220

　

　　　２　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

四半期貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 16,872 34,021 17,148

計 16,872 34,021 17,148

(注)　当社では、四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から

50％程度に下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

　

　前事業年度末(平成18年３月20日)

　　１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

　社債 100,000 97,690 △2,310

計 100,000 97,690 △2,310

　

　

　　　２　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 12,660 37,698 25,037

計 12,660 37,698 25,037

(注)　当社では、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から50％程

度に下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前第３四半期会計期間末(平成17年12月20日)

　　　　金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

　　　除いております。

　

　　　当第３四半期会計期間末(平成18年12月20日)

　　　　該当事項はありません。

　

　　　前事業年度末(平成18年３月20日)

　　　　該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

関連会社に対する投資の金額

30,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

33,602千円

持分法を適用した場合の投資利益の

金額

8,611千円

関連会社に対する投資の金額

30,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

17,399千円

持分法を適用した場合の投資損失の

金額

5,448千円

関連会社に対する投資の金額

30,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

22,551千円

持分法を適用した場合の投資損失の

金額

2,869千円
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(１株当たり情報)

　

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

１株当たり純資産額 131,769円08銭 167,467円61 159,653円12銭

１株当たり
四半期(当期)純利益

25,620円07銭 13,649円65銭 27,911円90銭

潜在株式調整後

１株当たり

四半期(当期)純利益

なお、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　 　 　 当社は、平成17年10月14日

付で普通株式１株につき５

株の株式分割を行っており

ます。

なお、当該株式分割が前期

首に行われたものと仮定し

た場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報について

は以下のとおりとなりま

す。

　１株当たり純資産額

180,631円09銭

　１株当たり当期純利益額

32,573円40銭

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、新株引受権残高はあり

ますが、当社株式は非上場

でかつ、店頭登録もしてい

なかったため、期中平均株

価が把握できませんので記

載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１．　１株当たり純資産

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

四半期貸借対照表上の
純資産の部の合計額

(千円) ─ 2,457,754 ─

普通株式に係る純資産
額

(千円) ― 2,457,754 ─

差額の主な内訳 (千円) 　 　 　

　─ 　 ― ― ─

普通株式の発行済株式
数

(株) ─ 14,710 ─

普通株式の自己株式数 (株) ─ 34 ─

１株当たり純資産の算
定に用いられた普通株
式の数

(株) ─ 14,676 ─
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２．　１株当たり四半期(当期)純利益

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日
至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年３月21日
至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日
至　平成18年３月20日)

損益計算書上の
四半期(当期)純利益

(千円) 246,234 200,731 294,076

普通株主に帰属しない
金額

(千円) ― ― 18,000

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳

(千円) 　 　 　

　利益処分による
　役員賞与金

　 ― ― 18,000

普通株式に係る
四半期(当期)純利益

(千円) 246,234 200,731 276,076

普通株式の
期中平均株式数

(株) 9,611 14,706 9,891

　

　

(重要な後発事象)

　　　　該当事項はありません。

　

　

(6) 製品別売上高

当第３四半期会計期間における製品別売上高は、次のとおりであります。

製品別
前第３四半期会計期間
(自　平成17年３月21日 
 至　平成17年12月20日)

当第３四半期会計期間 
(自　平成18年３月21日 
 至　平成18年12月20日)

前事業年度
(自　平成17年３月21日 
 至　平成18年３月20日)

ナットランナ (千円) 715,466 661,259 824,125

ハンドナットランナ (千円) 231,245 256,239 289,516

ネジ締付装置 (千円) 674,717 746,218 1,249,098

修理・点検 (千円) 80,075 93,869 105,232

合計 (千円) 1,701,504 1,757,586 2,467,972
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